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要要要要    旨旨旨旨 

本研究の目的は，消費者のブランド選択について行動経済学的な観点による慣習形成

（habit formation）を考慮して構築されたモデルを応用し，それに対して実データを適用

することで有効性のあるモデルを導出・実証することである．マーケティングの分野では，

消費者の慣性傾向（inertia）やバラエティ・シーキング（variety seeking）という観点か

ら消費者のブランド選択について多くの研究が存在しているが，これらのモデルは恣意的

であり近年の行動経済学的な研究知見が考慮されていない．そこで本研究では行動経済学

的な観点からプロスペクト理論の価値関数と「慣習形成」を考慮した forward lookingな多

時点のブランド選択モデルを構築し実データを適用する．モデルの推定には動的計画法

（dynamic programming）による構造推定を用い，また消費者の異質性を潜在クラスモデ

ルにより考慮して消費者ごとに異なる慣習形成の強さを考慮した上で，各消費者が総効用

を最大化するようなブランドを選択するモデルの導出・実証を行う． 
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1. はじめにはじめにはじめにはじめに 

本研究の目的は，行動経済学分野で議論がなされる「慣習形成（habit formation）」を，

マーケティングにおけるブランド選択のモデルとして応用し，実データに適用することで

ある．多くの製品に関して，消費者は毎回同じブランドを連続して消費せず，色々なブラ

ンドを消費しようとする．この現象はバラエティ・シーキングと呼ばれ，マーケティング

の分野ではブランドスイッチに関する研究を含めて関心の対象の 1つであり，多くの研究

が蓄積されている
1
．一方，ある状況においては，人々は前回の購買と同じブランドを購買

しようとする慣性傾向（inertia）があることも事実である．このように，ある物事が習慣化
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することをより一般的には「慣習形成（habit formation2）」と呼ぶ．例えば我々はある 1つ

のスポーツを趣味として行うことがあるが，これも habit formationの一種である．そこで本

研究では行動経済学的な観点から慣性傾向を捕え，これらを組み込んだ形で実データに適

用することを試みる．より具体的には，同じブランドを続けて購買しようとする慣性傾向

は habit formationにより生じると仮定し，より行動経済学的な背景からブランドスイッチに

関して実データに適用する．  

 

2. マーケティングにおけるマーケティングにおけるマーケティングにおけるマーケティングにおける先行研究先行研究先行研究先行研究 

マーケティングの分野では，消費者のバラエティ・シーキングや慣性傾向に関する研究

は多く存在している．McAlister and Pessimier(1982)，Givon(1984)，Lattin(1987)をはじめとす

る研究では消費者のバラエティ・シーキング（多様性追求行動）に着目しており，彼らは

このバラエティ・シーキングを，前回の購買が次回の同ブランドの購買確率を減少させる

こと，と定義してその行動をモデル化している．例えば Givon(1984)は，バラエティ・シー

キングによってブランドスイッチが起こるという解釈のもと、消費者のブランドスイッチ

は，スイッチすること自体から得られる効用だけではなく、ある異なるブランドを選択す

ることによって得られる効用の 2つによって影響さるものと仮定し，モデルを構築してい

る．このモデルでは，特定のブランドへの選好が存在しない（スイッチからのみ効用を得

る）消費者の場合、市場に存在するブランドの数をnとすると，消費者がブランド iから j へ

スイッチする確率 ijP は   )1( 1−−= nPij )( ji ≠ であり、同じブランドに留まる確率は 0である。

一方、スイッチすること自体から全く効用を得ない（特定ブランドへの選好からのみ効用

を得る）消費者の場合、特定ブランド j への選好を jθ とすると、 jijP θ= 或いは jjjP θ= とな

る。ここで，各消費者について，バラエティ・シーキングから効用を得る度合いが強いほ

ど 1，そうでないほど-1をとる重みづけのパラメータ VSを導入すると，以下のモデルが導

出される． 
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また，Bawa(1990)は， t期の消費者の選択行動が 1−t 期までの各ブランドへの連続購買回

数 s によって規定されることを仮定してモデルを構築している．また，このモデルでは連続

購買回数の平方を加えることによって，各消費者が慣性傾向，バラエティ・シーキング，
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そして両者の共存のどの属性に割り当てられるのかを推定することができる．つまり，ブ

ランド iが is 回連続で選択されているときのブランド iに対する 1+is 期の効用は， 

2)|( iiii csbsasiU ++=  

i)(j   )|( ≠= ji arjU  

によって表現される．このモデルを最尤法によって推定し，得られたパラメータb とcの符

号の正負から，各々の消費者がどの傾向に属するのかを判別することができ、現在におい

てもマーケティングの分野で広く用いられているモデルである． 

 

3. 行動経済学的観点行動経済学的観点行動経済学的観点行動経済学的観点を考慮したモデルを考慮したモデルを考慮したモデルを考慮したモデル 

 しかし，これらのブランドスイッチのモデルは Bawa(1990)の研究以降，近年大きな進展

を見せていない．その理由の 1つとしては，これらのモデルに人間の行動の背後にある理

論を，行動経済学的な観点からうまくモデル化できていないことにあると考えられる．ま

た，このモデルは確率的効用について，連続購買回数の単純マルコフ過程により表現して

いるに過ぎず，連続購買回数 is 回を説明変数として利用する十分な理論的な背景はない．そ

して，坂巻(2005)が指摘しているように，このモデルでは、連続選択回数が大きい場合に消

費者の効用がプラス或いはマイナスの無限大に発散してしまうことや，また消費者ごとに

パラメータを推定することから自由度が低くなり，推定結果が安定しない等の問題点が存

在している．しかしながら実務においては，顧客の獲得や維持を目的とする顧客関係管理

の観点などからブランドスイッチをモデル化することに関しては一定のニーズが存在して

おり，これを解決する 1つの方法が行動経済学で広く用いられているプロスペクト理論や

消費者行動のモデル化を通して，人間の行動の背景をスイッチングのモデルに組み込むこ

とであると考えられる． 

 そこで，人間の habit formationを考慮した Wathieu(1997)のモデルを記述するが，その前に

このモデルの基となった Koopmans(1960)や Koopmans et al.(1964)によるモデル（以下，

DUモデル）を紹介する．このモデルでは，消費者の総効用を，各期の効用を割引率で割り

引いたものの総和，として定義しており， t期に製品 xを購入し，割引係数をδ とすると，

第 1期から第T 期の総効用は以下のように与えられる． 
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そしてこのモデルについて，Wathieu(1997)は行動経済学的なの視点から消費者の慣習形成

を考慮することにより改良したモデル（以下，HA モデル）を提案した．HA モデルでは，

ブランド x の消費により得られる効用を )(xυ ではなく，消費者の慣習形成による効果 r を除



いた効用として表現しており3， t期にブランド x を消費することにより得られる効用を tx

とすると，第１期から第T 期の購買による総効用は以下のように表現される．  
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ここで，α は 0から 1をとる各ブランドの habituationへの早さを示すパラメータであり，

r はそれぞれ各消費者の habituationの水準を表す変数である． 0=α のとき，HAモデル

は単純な各期の効用の総和となり， 1=α のとき， 1−t 期の購買から得られる効用に t期の

habituationの水準が等しくなるようなモデルである．そしてこの HA モデルにおいて

0=r とすると，DUモデルと同じモデルになる．HAモデルでは，価値関数 )(⋅υ の形状に

ついて，第 1象限では上に凸，第 3象限では下に凸の S字型の形状であり，かつ第 3象限

については第 1象限より急勾配な曲線を描く（損失回避傾向）．また 0)0( =υ であること

が想定されている． 

 また，Osborne(2011)は，消費者の学習効果とスイッチングコストを考慮したモデルを提

案している．この研究では，洗剤のスキャンデータを用いて，特に新製品の発売による消

費者の学習効果とスイッチングコストがブランド選択に与える影響を検証している．この

Osborne(2011)のモデルは動的なモデルであり，動的計画法（Dynamic programming）を

使って各消費者の効用を最大化するブランド選択を行うようなパラメータを推定し，学習

効果の存在とスイッチングコストの影響を検証している．このような離散選択問題を動的

に表現するモデルは動的離散選択（Dynamic discrete choice: DDC）モデルと呼ばれる． 

 

4.  本研究におけるモデル本研究におけるモデル本研究におけるモデル本研究におけるモデル 

    本研究ではOsborne(2011)と同様にDDCモデルを使って消費者のブランド選択について

検証する．ただし本研究においては，消費者のブランドスイッチは Wathieu(1997)の研究の

ように habituationによる影響によるものと仮定し，また消費者 iを潜在クラスモデルによ

り L個のクラスに分けられると考え，第 i消費者が t 期に選択するブランド j からの効用を

以下のように定義する． 

            ,)(),,,,,,( ijtititijtlijtlijtititijtlijtlijt rxwprxwpu ευγβεγβ +−++=          (1) 

ただし， )( 111 −−− −+= ititjitit rxrr α であり， ijtp はブランド j の価格を示し， ijtw は特別陳列

の有無等のマーケティング変数のベクトル，そして )( itit rx −υ は Wathieu(1997)のモデルを反

映し，プロスペクト理論の価値関数を表現したものである．また係数については， lβ は潜

                                                   
3 r を参照水準と解釈し， )(xυ について x を横軸の正の方向へ r だけ動かしたとも考えられる． 



在クラス l に属する消費者 i の価格に対する反応度合， lγ は潜在クラス l に属する消費者 i の

各マーケティング変数に対する反応度合を示している． 

 時間割引率をδ とすると，forward lookingな消費者は t 期において以下の期待効用を最

大化するように多時点間の消費行動を行うことになる． 

       











ΠΣ=Σ ∑

∞

=

−

Π
θθθεγβδθθ ττττττ

τ

τ ,;,|),,,,,,,(max),;( iiitiijiiijlijlij
t

t
iit rxwpuEV

i

     (2) 

 ここで iθ は消費者ごとの異なるパラメータ，θ は全消費者共通のパラメータを示す．そし

て iit ΠΣ , はそれぞれ消費者 i の t時点での状態変数の集合，および消費者 i の選択内容を示す．

また左辺の ),;( θθiitV Σ は価値関数であり，Bellman方程式により以下のように与えられる

ことが知られている． 

         [ ])},;(),,,,,,,(max{),;( 1 θθδθεγβθθ ε iitiijtititijtlijtlijtiit EVrxwpuEV
ijt +Σ+=Σ       (3) 

ただし， ),;( 1 θθ iitEV +Σ は消費者 i の 1+t 期における購買の期待価値関数を表している．

この構造推定を Imai et al.(2009)や Ching et al.(2012)の方法で DDCによって行うことで

各消費者のhabit formationを考慮しながら総効用を最大化するような各パラメータを推定

する．  

 本研究のモデルは Osborne(2011)におけるスイッチングコストを慣習形成という行動経

済学的なメカニズムとして明確化したモデルと言えるものであり，より有効な消費者のブ

ランド選択モデルの議論に貢献するものである．そしてこの DDCによって推定することに

より，forward lookingな消費者を仮定してパラメータの推定を行うことができ，１時点で

の消費者のブランド選択モデルよりもより現実に即した解析を行うことができるなどの利

点がある． 

スーパーマーケットでの ID付 POSデータに適用した結果については当日報告する． 
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